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「平成30年７月豪雨」では、気象庁や関係機関からの防災気象情報の発表や自治体からの避難の呼びかけが行われていた
ものの、それらが必ずしも住民の避難行動に繋がっていなかったのではないか、との指摘があった。
「防災気象情報の伝え方に関する検討会」（気象庁）では、大雨時の避難等の防災行動に役立つための防災気象情報の
伝え方について課題を整理し、その解決に向けた改善策をとりまとめた。【平成31年3月】

気象庁では、河川や砂防等の関係部局との緊密な連携のもと、推進すべき取組に沿って可能なものから取組を推進。
＜今後に向けて＞

＜改善策と推進すべき取組＞
１．危機感を効果的に伝えていく
対応１-１市町村の防災気象情報等に対する一層
の理解促進
～避難勧告等の発令判断を支援する取組～

「あなたのまちの予報官」の新規配置

「気象防災アドバイザー」の一層の活用

「気象防災ワークショップ」の一層の推進 等

対応１-２住民の防災気象情報等に対する一層
の理解促進
～「自助・共助」を強化する取組～

地域防災リーダーの育成支援

報道機関・気象キャスター、大規模氾濫減災
協議会等と連携した普及啓発・訓練等の推進

対応１-３ 記者会見やホームページ、SNSの活用等、
広報のあり方の改善

住民自らが我が事感をもって利活用できるよう、
広報のあり方を改善

地域に密着した情報発信の強化

訪日外国人等のためホームページを多言語化

２．防災気象情報を使いやすくする
対応２-１ 土砂災害の「危険度分布」の高解像度化

対応２-２ 「危険度分布」やハザードマップ等の一覧性の改善

対応２-３ 「危険度分布」の希望者向け通知サービスの開始

対応２-４ 「危険度分布」等の精度検証や発表基準の改善とその周知

４．大雨特別警報への理解促進等
対応４-１ 大雨特別警報の位置づけ・役割の周知・広報の強化と記者
会見等での発表可能性への言及

対応４-２ 大雨特別警報発表の精度向上

現行の大雨特別警報の位置づけ・役割の下で発表基準を見直す。

３．防災情報を分かりやすくシンプルに伝えていく
対応３ 関係機関と連携した避難行動につながるシンプルな情報提供の検討の推進

中央防災会議WGの方針に基づき、関係機関と連携して各防災気象情報について警戒レベルとの対応付けを明確にして分かりやすく発表。あわせて、
各情報にキーワードやカラーコード等を付すことを検討。

取組中

実施済 一部実施

一部実施

一部実施

実施済 実施済

防災気象情報の伝え方の改善策と推進すべき取組
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・各市町を担当するチームの職員が、地域に密着して対応することにより、日頃から相談しやすく。
・平時の関係構築や、市町個別の特徴を踏まえた実践的な研修や訓練を通じ、緊急時には市町と
気象台がより連携した円滑な防災対応を行うことが可能に。

●平時から「顔の見える関係」を構築し、気象・
気候・地震・津波等に関する “ワンストップ”で
の支援を実施。
●地域の「我が事」感をもった防災力向上に直
結する取組を、チームで推進。
－ 地域に密着した日頃からの解説
－ 防災対応マニュアル等への助言
－ 気象や地震・津波等の特性・災害リスクの共有
－ 実践的な研修・訓練
－ 協議会の枠組での防災対応検討（河川） 等

気象台

平時には
・緊密な「顔の見える関係」を構築
・緊急時対応の知見・認識を共有

・平時の取組を生かして切迫感が伝わる解説を
・情報を的確に「理解・活用」した防災対応へ

A市 ・ホットライン
・予報官コメント
・JETT※派遣

相乗効果で推進

チームで対応!

各市町に対し、地域に密着して、より強力に取組を推進。
平時から緊急時まで、常に地域に寄り添います！ 緊急時には

B町

A市

B町
・マニュアル助言
・研究・訓練
・協議会等

※JETT（気象庁防災対応支援チーム）

県内の地域ごとに「担当チーム(あなたのまちの予報官)」を配置し、平時から「顔の見える関係」を
構築することで、地域防災力の向上に直結する取組を推進します。【準備中】

気象台のもつ危機感を効果的に伝えていくための取組

神戸地方気象台「担当チーム」

但馬・丹波
チーム

北播磨・阪神・
淡路チーム

西・中・
東播磨チーム

兵庫県・神戸市
チーム
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気象台のもつ危機感を効果的に伝えていくための取組
「気象防災ワークショップ」の一層の推進

市町村職員等が防災対応を実践的に学習できる
「気象防災ワークショップ」の取組を一層推進

「気象防災アドバイザー」の一層の活用
市町村の防災対応の現場において専門家の知見を活用。

気象防災アドバイザー

令和元年度、兵庫県内では２市町で実施。
風水害編（土砂災害・浸水害・洪水害）と
中小河川洪水害編。
令和２年度以降、兵庫県内での実施の拡大を図る。

「気象防災アドバイザー」とは、気象庁による研修を
受講し、防災の知識を兼ね備えた気象の専門家。
兵庫県内に５名。
（他府県にいて兵庫県で活動可能なアドバイザー
は14名。）



防災知識の普及・啓発や緊急時の情報発信へのSNSの活用 【令和元年10月4日開始】

＜緊急時＞ ＜平時＞

情報拡散効果の高いSNSを積極的に活用することにより、平時から防災気象情報の解説や
気象防災ワークショップの紹介など防災知識の普及・啓発に資する情報を発信するとともに、
緊急時においては記者会見の内容など気象庁の持つ危機感を効果的に伝えていく。

4

気象台のもつ危機感を効果的に伝えていくための取組

• 災害発生のメカニズム
• 防災気象情報の読み解き
• 防災に関する知識の普及

• 記者会見や報道発表の内容
• 特別警報や台風情報
• 全般、地方、府県気象情報
• 地域に密着した呼びかけ
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格子(メッシュ)の大きさ
5km四方 ⇒ 1km四方

土砂災害の「危険度分布」の高解像度化 「危険度分布」の希望者向け通知サービス

防災気象情報をより使いやすくするための取組

避難が必要な地域の絞り込みが可能に。
【令和元年6月28日開始】

市町内の危険度が上昇したときなどにメールやスマート
フォンアプリでブッシュ通知。【令和元年7月10日開始】

高
危険度
低

高
危険度
低

高
危険度
低

平成28年8月30日岩手県平成28年8月30日岩手県 平成28年8月30日岩手県大雨警報(土砂災害)の
危険度分布

中小河川を含めて表示1kmメッシュ令和元年6月28日
1kmメッシュ化

大雨警報(浸水害)の
危険度分布

洪水警報の
危険度分布

大雨・洪水警報の危険度分布

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/ame_push.html
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防災気象情報をより使いやすくするための取組

「危険度分布」とリスク情報を重ね合わせて表示

【令和元年12月24日開始】

防災情報を分かりやすくシンプルに伝えていくための取組
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警戒レベル 住民が
取るべき行動

住民に行動を促す情報 住民が自ら行動をとる際の判断に参考となる情報
（警戒レベル相当情報）

避難情報等
洪水に関する情報

土砂災害に関する情報水位情報が
ある場合

水位情報が
ない場合

警戒レベル５ 既に災害が発生している状況
であり、命を守るための最善
の行動をとる。

災害発生情報※１
※１可能な範囲で発令

氾濫発生情報 （大雨特別警報
（浸水害））※３

（大雨特別警報（土砂災
害））※３

警戒レベル４ ・指定緊急避難場所等への
立退き避難を基本とする避難
行動をとる。
・災害が発生するおそれが極
めて高い状況等となっており、
緊急に避難する。

・避難勧告
・避難指示（緊急）※２
※２緊急的又は重ねて避
難を促す場合に発令

氾濫危険情報 ・洪水警報の危険
度分布（非常に
危険）

・土砂災害警戒情報
・大雨警報（土砂災害）の危
険度分布（非常に危険）
・大雨警報（土砂災害）の危
険度分布（極めて危険）※４

警戒レベル３ 高齢者等は立退き避難する。
その他の者は立退き避難の
準備をし、自発的に避難する。

避難準備・高齢者等避難
開始

氾濫警戒情報 ・洪水警報
・洪水警報の危険
度分布（警戒）

・大雨警報（土砂災害）
・大雨警報（土砂災害）の危
険度分布（警戒）

警戒レベル２ 避難に備え自らの避難行動
を確認する。

洪水注意報
大雨注意報

氾濫注意情報 ・洪水警報の危険
度分布（注意）

・大雨警報（土砂災害）の危
険度分布（注意）

警戒レベル１ 災害への心構えを高める。 早期注意情報
（警報級の可能性）

※３ 大雨特別警報は、洪水や土砂災害の発生情報ではないものの、災害が既に発生している蓋然性が極めて高い情報として、警戒レベル５相当情報
［洪水］や警戒レベル５相当情報［土砂災害］として運用する。ただし、市町村長は警戒レベル５の災害発生情報の発令基準としては用いない。

※４ 「極めて危険」については、現行では避難指示（緊急）の発令を判断するための情報であるが、今後、技術的な改善を進めた段階で、警戒レベルへ
の位置付けを改めて検討する。

各種の防災情報について、発表された情報からとるべき行動を直感的に理解しやすいものとし、
住民の主体的な行動を促すため、５段階の警戒レベルと防災気象情報との関係を明確化。



防災シナリオ（バーチャート形式）の提供
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神戸地方気象台ホーム
ページで「台風説明会
資料」と「バーチャート」の
掲載を開始しました。

○台風の影響を３時間単位で黄色（注意報級の現象が発生する可能性がある時間帯）
と赤（警報級の現象が発生する可能性がある時間帯）で表したもの。

○基本的に１日２回、11時頃と17時頃に更新。
○量的な予想は基本的には明日まで。
【注意事項】
警報・注意報はリードタイムをとり、赤色・黄色の時間帯より前に発表されます。
最新のバーチャートをご利用ください。
量的な予想は最新の警報・注意報をご利用ください。

ここをクリック

https://www.jma-net.go.jp/kobe-c/home/
index.html

情報名 情報発表条件

南海トラフ地震

臨時情報

・南海トラフ沿いで異常な現象が観測され、その現象が南

海トラフ沿いの大規模な地震と関連するかどうか調査を
開始した場合、または調査を継続している場合

・観測された異常な現象の調査結果を発表する場合

南海トラフ地震

関連解説情報

・観測された異常な現象の調査結果を発表した後の
状況の推移等を発表する場合

・「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の定例会
合における調査結果を発表する場合（ただし臨時
情報を発表する場合を除く）

※すでに必要な防災対策がとられている際は、調査を開始した旨や調査結果を南海トラフ地震

関連解説情報で発表する場合があります

南海トラフ地震に関連する情報の提供
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【平成29年11月1日暫定運用開始、令和元年5月31日名称変更】



М7.0クラス以上
の地震

異常な地殻変動

調査・分析

評
価
検
討
会

臨
時
情
報

調
査
中

30分以内

判定結果

M８以上
半割れ

М7クラス
一部割れ

巨大地震可能性
高まっていない

警
戒

注
意

ゆっくりすべり

調
査
終
了

最短約２時間

臨
時
情
報

南海トラフ地震の発生可能性の評価
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一部割れ
Ｍ７～８

ゆっくり
すべり

巨大地震警戒／プレート境界においてM8.0以上の地震が発生したと評価し
た場合

住民対応 津波からの避難が間に合わない地域は避難

防災対応
期間

１週間 （＋備えの確認等１週間）

巨大地震注意／プレート境界においてM7.0以上、M8.0未満の地震が発生し
たと評価した場合

住民対応
日頃の備えの再確認、
必要に応じて自主避難

防災対応
期間

１週間

巨大地震注意／プレート境界の固着状態が明らかに変化しているような
通常とは異なるゆっくりすべりが観測された場合

住民対応 日頃の備えの再確認

防災対応
期間

現象の継続中と終了後の一定期間

未破壊

M8以上
半割れ
M8以上

※場所は一例

「南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応のあり方」（報告）をもとに作成

南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応
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(終)


